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   (百万円未満切捨て)

1. 19年9月中間期の連結業績（平成19年4月1日～平成19年9月30日） 
 (1) 連 結 経 営 成 績 (％表示は対前年中間期増減率) 

 売 上 高 営 業 利 益 経 常 利 益 中間(当期)純利益 

百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

19年9月中間期 31,584 △9.8 345 △57.3 420 △52.2 47 △78.4 

18年9月中間期 35,054 27.8 810 - 880 - 220 - 

19年3月期 88,407 - 2,034 - 2,073 - 929 - 
 
 

 
１ 株 当 た り 
中間(当期)純利益 

潜 在 株 式 調 整 後
１ 株 当 た り
中間(当期)純利益

円 銭  円 銭 

 

19年9月中間期 1.44        -  

18年9月中間期 6.69        - 

19年3月期 28.20             - 
 
 (参考) 持分法投資損益 19年9月中間期   - 百万円  18年9月中間期   -  百万円  19年3月期    - 百万円 

 

 (2) 連 結 財 政 状 態 

 総  資  産 純  資  産 自己資本比率 １株当たり純資産 

 百万円 百万円 ％ 円 銭

19年9月中間期 62,646 18,995 30.3 576.36

18年9月中間期 61,250 19,000 31.0 576.49

19年3月期 72,621 19,780 27.2 600.19
 
 (参考) 自己資本 19年9月中間期  18,995百万円  18年9月中間期  19,000百万円   19年3月期   19,780百万円 

 

 (3) 連結キャッシュ・フローの状況 

 
営 業 活 動 に よ る 
キャッシュ・フロー 

投 資 活 動 に よ る 
キャッシュ・フロー 

財 務 活 動 に よ る 
キャッシュ・フロー 

現金及び現金同等物 
期 末 残 高 

百万円 百万円 百万円 百万円

19年9月中間期 △3,977 △1,941 △47 4,449 

18年9月中間期 △2,045 △841 769 5,213 

19年3月期 1,883 △1,270 2,468 10,410 

 
2. 配 当 の 状 況 
 １株当たり配当金 

(基準日) 中間期末 期  末 年  間

 円 銭 円 銭 円 銭

19年3月期     - 12.00 12.00

20年3月期    -     

20年3月期(予想)  10.00 
10.00

 

 

3. 20年 3月期の連結業績予想（平成19年4月1日～平成20年3月31日） 
(％表示は対前期増減率) 

 売 上 高 営 業 利 益 経 常 利 益 当 期 純 利 益 １株当たり当期純利益

百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 円 銭

通  期 82,500 △6.7 1,800 △11.5 1,850 △10.8 830 △10.7 25.18 
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4. そ  の  他 

(1) 期中における重要な子会社の異動（連結範囲の変更を伴う特定子会社の異動）    無 
 

 (2) 中間連結財務諸表作成に係る会計処理の原則・手続、表示方法等の変更（中間連結財務諸表作成
のための基本となる重要な事項の変更に記載されるもの） 

① 会計基準等の改正に伴う変更          有 
② ①以外の変更                 無 
〔(注)詳細は、15ページ｢中間連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更｣をご覧ください｡〕 

(3) 発行済株式数（普通株式） 
① 期末発行済株式数（自己株式を含む） 

    19年9月中間期 34,000,000株  18年9月中間期 34,000,000株  19年 3月期 34,000,000株 

② 期末自己株式数               

19年9月中間期 1,043,354株  18年9月中間期  1,040,235株  19年 3月期 1,042,304株 

(注)１株当たり中間(当期)純利益(連結)の算定の基礎となる株式数については、19ページ｢１株当たり情報｣ 

をご覧ください。 

 
（参考）個別業績の概要 
 
1. 19年 9月中間期の個別業績（平成19年4月1日～平成19年9月30日） 
 (1) 個 別 経 営 成 績 (％表示は対前年中間期増減率) 

 売 上 高 営 業 利 益 経 常 利 益 中間(当期)純利益 

百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

19年9月中間期 30,849 △10.1 249 △67.4 372 △56.7 43 △81.6 

18年9月中間期 34,335 29.0 764 - 860 - 239 - 

19年3月期     86,549 - 1,851 - 1,907 - 856 - 
 

 
１ 株 当 た り 
中間(当期)純利益 

円 銭 

19年9月中間期 1.33  

18年9月中間期 7.26  

19年3月期     25.97  

 
 (2) 個 別 財 政 状 態 

 総  資  産 純  資  産 自己資本比率 １株当たり純資産 

百万円 百万円 ％ 円 銭

19年9月中間期 61,194 18,596 30.3 564.27

18年9月中間期 60,336 18,709 31.0 567.65

19年3月期     71,787 19,392 27.0 588.40
 
 (参考) 自己資本 19年9月中間期   18,596百万円  18年9月中間期   18,709百万円  19年3月期   19,392百万円 

 

2. 20年 3月期の個別業績予想（平成19年4月1日～平成20年3月31日） 
(％表示は対前期増減率) 

 売 上 高 営 業 利 益 経 常 利 益 当 期 純 利 益 １株当たり当期純利益
百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 円 銭

通  期 81,000 △6.4 1,650 △10.9 1,750 △8.2 800 △6.5 24.27 
 
 
 
※ 上記の予想は本資料の発表日現在において入手可能な情報に基づき作成したものであり、実際の業績は、今

後様々な要因によって予想数値と異なる場合があります。 
業績予想に関する事項は、３ページ｢１．経営成績(1)経営成績に関する分析｣をご覧ください。 
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１. 経 営 成 績 
（1） 経営成績に関する分析 
  (当中間期の経営成績) 

当中間連結会計期間におけるわが国経済を顧みますと、前年に引き続き企業業績は好調で、設備投資も底
堅く、個人消費には若干の抑制傾向が見られるものの、総じて景気は拡大基調で推移しました。 
当社グループの関連事業の環境は、設備工事事業につきましては、公共投資の縮小が続く一方で、民間部

門の建設投資は堅調に推移しましたが、工場など一部に減速感も出つつある様です。精密環境制御機器の製
造販売事業につきましては、半導体製造装置向けの需要は引き続き好調ですが、液晶製造装置向けの需要に
つきましては、液晶パネル製造メーカーの設備投資一巡による踊り場状況の下で、全体として厳しい受注環
境に置かれました。 
こうした経営環境の下で、当社グループは業績の向上に総力を上げて取り組んでまいりました。その結果、

当中間連結会計期間の経営成績は以下のとおりとなりました。 
 

○受注高    ４８,７０９百万円  (前年同期比   ６.８％増加） 
事業別の内訳は、設備工事受注が４４８億５千６百万円(前年同期比１２.０％増加）、機器製品受注
が３８億５千３百万円（前年同期比３０.６％減少)となりました。機器製品受注の減少は主として、
液晶製造装置向けの減少によるものです。  

 
○売上高    ３１,５８４百万円  (前年同期比   ９.８％減少） 

完成工事高、製品売上高ともに前年同期を下回りましたが、特に製品売上高の減少の影響が大きく、
全体では９.８％の減少となりました。 
事業別の内訳は、完成工事高が２７６億９千６百万円（前年同期比５.８％減少）、製品売上高が３８
億８千８百万円(前年同期比３１.０％減少)となりました。  
 

○営業利益       ３４５百万円  (前年同期比  ５７.３％減少） 
売上総利益率はほぼ前年同期並みですが、売上高の減少の影響により、売上総利益は２９億２千１百
万円で、前年同期を４億５千５百万円下回りました。販売費及び一般管理費は経費節減努力により前
年同期比若干の増加にとどまりましたが、売上総利益の減少の影響により、営業利益は前年同期比５
７.３％の減少となりました。  
事業別の内訳は、設備工事事業が３億６千万円で前年同期の赤字から黒字に転化し、機器製造販売事
業が１千４百万円の赤字となりました。 

 
○経常利益         ４２０百万円  (前年同期比  ５２.２％減少） 

営業外収支は前年同期比微増の７千４百万円のプラスとなりましたが、営業利益の減少により、経常
利益は前年同期比５２.２％の減少となりました。 
 

○中間純利益      ４７百万円  (前年同期比  ７８.４％減少） 
投資有価証券売却益、その他を合わせて若干の特別利益を計上しましたが、機器事業部旧八千代工場
(賃借)の明け渡しに伴う原状復帰に係る固定資産処分損９千４百万円、その他を合わせて９千８百万
円の特別損失を計上したため、特別収支は９千４百万円のマイナスとなりました。この結果、税金等
を控除して中間純利益は前年同期比７８.４％の減少となりました。 
 

(通期の見通し） 
足元の経済環境につきましては、米国のサブプライム問題に端を発した金融市場の混乱、為替相場の動

向、原油価格の高騰によるコストの上昇などの世界経済への波及が懸念されており、景気の先行き不透明
感が増しつつあります。 
当社グループ関連事業の設備工事事業につきましては、価格競争の厳しい中で利益確保に重点を置いた 

受注方針で臨んでおり、量的な拡大は難しい状況ですが、受注高は前年を上回る見込みです。完成工事高
につきましては、手持工事の完成予定工期等を勘案しますと、前年には及びませんが、期初の予想を上回
る見込みです。一方、精密環境制御機器の製造販売事業につきましては、年度後半以降、液晶製造装置向
けの回復が期待されますが、当中間期の減少をカバーすることは難しく、期初の予想を下回る見込みです。  
通期の業績といたしましては、機器製造販売事業の減少を設備工事事業でカバーし、全体では期初の見

込みのとおり、受注高８３５億円、売上高８２５億円、営業利益１８億円、経常利益１８億５千万円、当
期純利益８億３千万円の達成を目指して参ります。  

 
 

（2） 財政状態に関する分析 
①資産、負債及び純資産の状況 

    当中間連結会計期間末の資産総額は６２６億４千６百万円で、前連結会計年度末比９９億７千５百万円
の減少となりました。主な増加は、未成工事支出金等の増加３４億４千万円、共同企業体工事立替金など 
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のその他流動資産の増加１１億８千４百万円および機器事業部新工場建物などの有形固定資産の増加９
億４千１百万円であり、主な減少は現金預金の減少５９億６千１百万円および受取手形・完成工事未収入
金等の減少９４億７千４百万円です。 

 
    当中間連結会計期間末の負債総額は４３６億５千１百万円で、前連結会計年度末比９１億８千９百万円

の減少となりました。主な増加は未成工事受入金の増加２７億２百万円であり、主な減少は支払手形・工
事未払金等の減少１０８億７千１百万円および未払法人税等の減少１０億２千６百万円です。 

 
    当中間連結会計期間末の純資産は１８９億９千５百万円で、前連結会計年度末比７億８千５百万円の減

少となりました。主な減少は、利益剰余金の配当金３億９千５百万円およびその他有価証券の評価差額の
減少４億４千３百万円です。 

 
②キャッシュ・フローの状況 

    当中間連結会計期間末の現金及び現金同等物(以下｢資金｣という)は、前連結会計年度末より５９億６千
１百万円減少し、４４億４千９百万円となりました。 

 
(営業活動によるキャッシュ・フロー） 

当中間連結会計期間における営業活動による資金の減少は３９億７千７百万円（前年同期比１９億
３千２百万円の減少）となりました。これは仕入債務の支払や未成工事支出金の投入による支出が、
売上債権回収や未成工事受入金の受入れによる収入を約２１億３千５百万円上回ったことと、共同企
業体工事の立替金などのその他支出および法人税等の支払いによるものです。 
 

(投資活動によるキャッシュ・フロー） 
         当中間連結会計期間における投資活動による資金の減少は１９億４千１百万円（前年同期比１１億

円の減少）となりました。これは機器事業部新工場の建設を主とする有形・無形固定資産の取得によ
る支出1２億９千４百万円および投資有価証券の取得による支出６億７千６百万円などによるもので
す。 

 
(財務活動によるキャッシュ・フロー） 

当中間連結会計期間における財務活動による資金の減少は４千７百万円（前年比８億１千６百万円
の減少）となりました。これは運転資金の調達６億円、長期借入金の返済２億５千２百万円および配
当金の支払い３億９千５百万円によるものです。 

 

(参考)キャッシュ・フロー関連指標の推移 
 

  
 
 
 
 
 
 
 
(注）1. 各指標は、いずれも連結ベースの財務数値により算出しております。 

自己資本比率           ：自己資本/総資産 
時価ベースの自己資本比率     ：株式時価総額/総資産 
キャッシュ・フロー対有利子負債比率：有利子負債/営業キャッシュ･フロー 
                         (利払い及び法人税等控除前) 

インタレスト・カバレッジ・レシオ ：営業キャッシュ･フロー(利払い及び 
法人税等控除前)/利払い 

2. 株式時価総額は、期末株価終値×期末発行済株式総数(自己株式数控除後)により算出して 
います。 

3. 有利子負債は中間連結(連結)貸借対照表に計上されている負債の内、利子を支払っている
全ての負債を対象としております。 

4. 営業キャッシュ･フロー(利払い及び法人税等控除前)については、中間連結(連結)キャッシ
ュ･フロー計算書の営業活動によるキャッシュ・フロー(利息の支払額および法人税等支払額
控除前)を使用しております。また利払いにつきましては、中間連結(連結)キャッシュ・フ
ロー計算書の利息の支払額を使用しております。 

 
平成１７年３月期および平成１９年９月中間期の営業活動によるキャッシュ･フローはマイナスとな
っています。 

 

 16/3月期 17/3月期 18/3月期 19/3月期 19/9月中間期

自己資本比率   ２６.４％ ２８.９％ ２８.９％ ２７.２％ ３０.３％ 

時価ベースの自己資本比率   １７.２％ ２１.０％ ２８.５％ ２０.２％ ２４.４％ 

キャッシュ・フロー対有利子負債比率    ０.４年 －  １.７年  ２.３年 － 

インタレスト･カバレッジ･レシオ １５５.２倍 － ３６.７倍 ２８.５倍 － 
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（3） 利益配分に関する基本方針及び当期の配当 
    当社は、株主の皆様への長期的利益還元を重要な経営課題の一つと考え、安定した配当の維持を基本とし

つつ、記念すべき節目における記念配当や業績を勘案した特別配当の上乗せに加えて、自己株式の取得の実
施など、利益還元に積極的に取り組んでまいります。 

   また、内部留保につきましては、市場競争力強化のための研究、技術開発や人材育成、新規事業開拓など
の原資として、将来的な収益の向上に繋げるよう活用し、株主の皆様のご支援に報いられるよう努めてまい
ります。 

   当期につきましては、上記方針の下、現下の業績の見込みを勘案して一株につき１０円の配当とさせてい
ただく予定でございます。 

 
 
（4） 事業等のリスク 
     事業の状況、経理の状況に関する事項のうち、投資者の判断に重要な影響をおよぼす可能性のある事項は、

以下のようなものがあります。なお、文中における将来に関する事項は､当中間連結会計期間末現在におい
て判断したものです。 

 
   ① 建設業界の市場環境について 

建設業界は、公共投資、民間の設備投資に左右される傾向があります。民間設備投資は堅調に推移し
ているものの、公共投資の縮小が続く中で、厳しい価格競争にさらされています。  
こうした環境の下で、当社グループは受注の確保と収益の向上に総力をあげて取り組んでまいりますが、
予想以上の受注価格の低下や資機材高騰による原価の上昇が経営成績に影響を与える可能性がありま
す。 
 

② 機器製造販売事業の市場環境について 
 機器製造販売事業の主要製品である精密環境制御機器は、半導体や液晶製造装置の急速な技術革新に
伴い大幅に成長する反面、需給バランスの悪化から市況が低迷するという周期的な不況の波があります。
このような環境の中、予想を上回る下降局面になった場合、当社グループの経営成績に影響を与える可
能性があります。 
 

③ 取引先の信用リスク 
建設業においては、一取引における請負金額が大きく、また多くの場合に、工事目的物の引渡時に多

額の工事代金が支払われる条件で契約を締結します。このため、工事代金を受領する前に取引先が信用
不安に陥った場合には、業績に影響を及ぼす可能性があります。 
 

   ④ 業績の季節的変動について 
     当社グループの平成１８年３月期、平成１９年３月期および平成１９年９月中間期の売上高、営業利

益および経常利益の推移は、下記のとおりであります。 
当社グループの通常の営業形態として、工事の完成時期が、官公庁を始め、多くの顧客の決算期である
３月に集中する傾向があり、事業年度の下半期に完成工事高および利益が偏る傾向があります。 
 
 
 

  
 
  
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

平成１９年９月中間期 
 

  
  
 
 
 
 
 
 
 
 
 

平成１８年３月期      

  売上高 営業損益 経常損益 
  金額(百万円） 比率（％） 金額(百万円) 比率（％） 金額(百万円） 比率（％） 

上半期 ２７，４１３ ３５.０ △９１３ △１０２.７ △８２７ △８３.５ 
下半期 ５０，９０６ ６５.０ １，８０１ ２０２.７ １，８１８ １８３.５ 
通  期 ７８，３１９ １００.０ ８８８ １００.０ ９９１ １００.０ 

平成１９年３月期      

  売上高 営業損益 経常損益 
  金額(百万円） 比率（％） 金額(百万円) 比率（％） 金額(百万円） 比率（％） 

上半期 ３５，０５４ ３９.７ ８１０ ３９.８ ８８０ ４２.５ 
下半期 ５３，３５３ ６０.３ １，２２３ ６０.２ １，１９３ ５７.５ 
通  期 ８８，４０７ １００.０ ２，０３４ １００.０ ２，０７３ １００.０ 

  売上高 営業損益 経常損益 
  金額(百万円） 比率（％） 金額(百万円) 比率（％） 金額(百万円） 比率（％） 

上半期 ３１，５８４ － ３４５ － ４２０ － 
下半期 － － － － － － 
通  期 － － － － － － 
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⑤ 株価の変動リスク 
   当社グループは平成１９年９月末時点で７８億８千８百万円の市場性のある株式を保有しており、

これらの株価変動のリスクを負っています。同時点での市場価格で評価すると約３６億８千４百万円
の含み益となっておりますが、今後の株価動向次第ではこの数字は変動します。 

  また、株価の下落は年金資産の目減りを通じて、年金の積立不足が増加し、年金費用を増大させるリ
スクがあります。 

  
⑥ 退職給付債務 

当社グループの従業員の退職給付費用および債務は、割引率等数理計算上で設定される前提条件や
年金資産の期待収益率に基づいて算出されております。実際の結果が前提条件と異なる場合、その影
響は累積され、将来にわたって規則的に認識されるため、一般的には将来期間において認識される費
用および計上される債務に影響を及ぼします。近年の割引率の低下および年金資産運用での損失によ
り当社グループの年金費用は増加してきておりますが、 一層の割引率の低下や運用利回りの悪化は当
社グループの業績と財務状況に悪影響を及ぼす可能性があります。 
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　　当社グループは、株式会社朝日工業社(当社)および子会社３社で構成され、空気調和衛生設備工事の設計･
 監督・施工を主な事業としております。
　  当社グループ内の事業に係る位置づけは次のとおりです。

　　設備工事事業　 当社は空気調和衛生設備の技術を核として、その設計･監督･施工を主な事業としており、 子
　　　　　　　　　　 　　会社の北海道アサヒ冷熱工事(株）は、当社への施工協力および子会社独自受注工事の施工
　　　　　　　　　　 　　を行っております。
　　　　　　　　　　 　　海外子会社の亞太朝日股份有限公司は、当社１００％出資の台湾現地法人であり、当社は同
　　　　　　　　　　　　 社に対して技術援助をしております。

　　機器製造　       当社は設備工事事業と合わせて、 空気調和・温湿度調節の技術を活かし、 半導体や液晶製
　　 　 　販売事業   造装置向け精密環境制御機器を主とした環境機器の製造販売を行っております。

　　その他事業　　　旭栄興産(株）は保険代理業であり、国内グループ各社の建設工事保険、その他損害保険の
　　　　　　　　　　 　　代理業ならびに グループ各社の従業員に対する生命保険の募集および損害保険の代理業
　　　　　　　　　　 　　を営んでおります。

　区　　　分 　　海　　　　 外　　　　 会　　　　 社
設備工事 空気調和衛生 当　　　　　　　　　　　　　　　　社 亞 太 朝 日 股 份 有 限 公 司
         事業 　 （会社数　計１社）

　　　　監督・施工 (会社数 計２社）
機器製造 精密環境制御 当　　　　　　　　　　　　　　　　社
　 販売事業 　機器の製造販売 (会社数　計１社）
その他事業 保険代理業

(会社数 計１社）

　事業の系統図は次のとおりです。

         設計・監督･施工 　        設計･監督･施工 　　　　機器販売

　　　　　技術援助 　　　設計･監督・施工 保険代理業

海外子会社 国内子会社 国内子会社

保険代理業

   (注) 上記子会社は全て連結子会社です。

亞太朝日股份有限公司 北海道アサヒ冷熱工事(株)   旭　 　栄　 　興　 　産　 (株）

旭　　　栄　　　興　　　産　 （株)

得　　　　　　　意　　　　　　　先

当　　　　　　　　　　　　社

空　気　調　和　衛　生　設　備　工　事 環境機器製造販売

２.　企業集団の状況

主　な　事　業 国 内 会 社

　　設備の設計･ 北海道アサヒ冷熱工事（株）

－ 7 －
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３. 経 営 方 針 
（1）経営の基本方針 
    当社グループは、「地球環境と資源を大切にしながら、空気・水・熱の科学に基づく高度な技術によって 

最適空間を創造し、人類文化の発展に貢献する」ことを企業理念としております。 
      エンジニアリングコンストラクターとして積極的な事業展開を図り、未来を見つめた技術の開発に取り

組み、時代の変化に俊敏に対応する「環境創造企業」として、社会的責任を果たし、株主をはじめとするス
テークホルダーの皆様のご期待と信頼に応えるべく企業価値の向上を目指してまいります。 

 
 

（2）中長期的な経営戦略 
    当社グループは、平成１８年３月期を初年度とする向こう３年間の第１２次中期経営計画を策定し、激 

変する厳しい経営環境の下で、変革への迅速な対応と強靭な企業体質の実現に向けて、グループをあげた 
取り組みを進めております。 
第１２次中期経営計画の骨子は以下のとおりです。 

   基本方針 
1.業界大手専門業者として、更なる地位向上を図る 
2.応用技術を活かした新事業分野へ積極的に進出する 
3.個別事業店の採算向上を図る 
4.環境変化に対応した経営資源の再配置を図る 
5.機器事業部の基盤を整備し､業績の安定と業容の拡大を図る 

最終年度の目標 
連結売上高    ８１,０００百万円  
連結経常利益     １,８５０百万円 

 
 

（3）会社の対処すべき課題 
平成２０年３月期は、今次中期経営計画の最終年度を迎えました。当年度の経営環境は前年より厳しさ

を増し、経営成績は前年には及ばない見込みですが、最終年度数値目標の必達と今次計画の戦略的な課題
の仕上げにグループをあげて取り組み、新しい計画年度に繋げて行きたいと考えております。 
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4． 中 間 連 結 財 務 諸 表 

(1)中間連結貸借対照表

（単位 百万円）
　　　　　　　　    期  別 前中間連結会計期間末 当中間連結会計期間末 前連結会計年度 増減

   科   目 (18. 9.30 ) (19. 9.30 )

(  資  産  の  部  )
 流   動   資   産

5,213 4,449 10,410   △ 5,961

24,736 24,214 33,689   △ 9,474
12,362 13,655 10,215 3,440
3,814 3,532 2,347 1,184

  △ 268  △ 41  △ 24   △ 16
 45,858 45,811 56,638   △ 10,827

 固   定   資   産  
3,802 5,168 4,226 941

295 379 356 23

9,962 9,993 10,073   △ 79
1,452 1,415 1,731   △ 316

  △ 120  △ 122  △ 404 282
11,294 11,286 11,399   △ 112

  15,392 16,834 15,982 852
 61,250 62,646 72,621   △ 9,975

(  負  債  の  部  )  
 流   動   負    債  

26,406 23,469 34,341   △ 10,871
3,709 4,704 4,104 600

480 84 1,110   △ 1,026
6,579 7,826 5,123 2,702

42 12 17   △ 4
8 7 22   △ 14

      －       － 37   △ 37
817 2,351 2,473   △ 122

38,044 38,455 47,231   △ 8,775

 固   定   負   債
1,190 2,244 2,496   △ 252
2,465 2,595 2,446 148

242 245 280   △ 35
306 110 386   △ 275

4,205 5,195 5,609   △ 414
42,249 43,651 52,840   △ 9,189

(  純　資　産  の  部  )  
 株 　主 　資 　本

3,857 3,857 3,857      －
3,721 3,721 3,721      －
9,243 9,604 9,952   △ 347

 △ 370 △ 372 △ 371   △ 0
16,452 16,811 17,159   △ 348

 評価・換算差額等
2,550 2,173 2,617   △ 443

 △ 2 9 3 6
2,548 2,183 2,620   △ 437

19,000 18,995 19,780   △ 785
61,250 62,646 72,621   △ 9,975

(注)記載金額は単位未満を切り捨てて表示しております。

( 19. 3.31 )

評価・換算差額等合計
純 資 産 合 計
負 債 純 資 産 合 計

自 己 株 式
株 主 資 本 合 計

その他有価証券評価差額金

為 替 換 算 調 整 勘 定

負 債 合 計

資 本 金

利 益 剰 余 金

退 職 給 付 引 当 金
役員退職慰労引当金
そ の 他
固 定 負 債 合 計

そ の 他
流 動 負 債 合 計

長 期 借 入 金

資 本 剰 余 金

未 成 工 事 受 入 金
工 事 損 失 引 当 金
完成工事補償引当金
役 員 賞 与 引 当 金

支　払　手　形　・
工 事 未 払 金 等

短 期 借 入 金
未 払 法 人 税 等

貸 倒 引 当 金
投資その他の資産合計
固 定 資 産 合 計
資 産 合 計

無 形 固 定 資 産
投 資 そ の 他 の 資 産

投 資 有 価 証 券
そ の 他

そ の 他
貸 倒 引 当 金
流 動 資 産 合 計

有 形 固 定 資 産

現 金 預 金
受　取　手　形　・

完成工事未収入金等
未 成 工 事 支 出 金 等

－ 9 －
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(2)中間連結損益計算書

           　    期   別
   科   目

35,054 31,584 △ 3,469 88,407

31,677 28,663 △ 3,014 80,925

売 上 総 利 益 3,376 2,921 △ 455 7,482

2,566 2,575 9 5,448

営 業 利 益 810 345 △ 464 2,034

受 取 利 息 3 7 3 7

受 取 配 当 金 106 114 8 140

不 動 産 賃 貸 料 16 10 △ 5 28

そ の 他 15 24 9 44

営 業 外 収 益 合 計 141 156 15 222

支 払 利 息 34 65 30 83

そ の 他 36 16 △ 19 98

営 業 外 費 用 合 計 71 82 11 182

経 常 利 益 880 420 △ 460 2,073

固 定 資 産 処 分 益 0 1 1 225

投 資 有 価 証 券 売 却 益 103 1 △ 102 125

貸 倒 引 当 金 戻 入 額 3 － △ 3 16

特 別 利 益 合 計 108 3 △ 104 366

固 定 資 産 処 分 損 4 94 90 19

ゴ ル フ 会 員 権 等 評 価 損 － 3 3 5

役 員 退 職 給 与 金 147 － △ 147 147

過年度役員退職慰労引当金繰入額 229 － △ 229 229

特 別 損 失 合 計 381 98 △ 283 402

税 金 等 調 整 前 中 間 純 利 益 607 325 △ 281 － 

税 金 等 調 整 前 当 期 純 利 益 － － － 2,038

法人税、住民税及び事業税  460 100 △ 360 1,431

法 人 税 等 調 整 額 △ 73 177 251 △ 322

中 間 純 利 益 220 47 △ 173 － 

当 期 純 利 益 －  － － 929

(注)記載金額は単位未満を切り捨てて表示しております。

特 別 利 益

特 別 損 失

売 上 原 価

販 売 費 及 び 一 般 管 理 費

営 業 外 収 益

営 業 外 費 用

(18.4.1-18.9.30) (19.4.1-19.9.30) (18.4.1-19.3.31)

売 上 高

（単位 百万円）

前中間連結会計期間当中間連結会計期間 前連結会計年度増減

－ 10 －
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(3)中間連結株主資本等変動計算書

前中間連結会計期間 ( 18.4.1-18.9.30 )
(単位 百万円)

株主資本

平成18年3月31日　残高 3,857 3,721 16,565

中間連結会計期間中の変動額

剰余金の配当(注） △ 329

役員賞与(注） △ 4

中間純利益 220 220

自己株式の取得 △ 0

株主資本以外の項目の中間連

結会計期間中の変動額(純額)

中間連結会計期間中の変動額合計 － － △ 113

平成18年9月30日　残高 3,857 3,721 16,452

評価・換算差額等

平成18年3月31日　残高

中間連結会計期間中の変動額

剰余金の配当(注）

役員賞与(注）

中間純利益

自己株式の取得

株主資本以外の項目の中間連

結会計期間中の変動額(純額)

中間連結会計期間中の変動額合計

平成18年9月30日　残高

（注）平成18年6月の定時株主総会における利益処分項目であります。

資本金

純資産合計

株主資本

合計

その他

有価証券

評価差額金

評価・換算
差額等合計

△ 224 △ 3 △ 227 △ 340

2,550 △ 2 2,548 19,000

△ 227△ 227△ 3△ 224

△ 112

9,243

資本剰余金

△ 0

9,356

△ 329

△ 4

△ 369

利益剰余金 自己株式

△ 0

19,341

△ 0

△ 370

△ 329

2,774

△ 4

220

為替換算
調整勘定

1 2,775

－ 11 －
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当中間連結会計期間 ( 19.4.1-19.9.30 )
(単位 百万円)

株主資本

平成19年3月31日　残高 3,857 3,721 17,159

中間連結会計期間中の変動額

剰余金の配当 △ 395

中間純利益 47 47

自己株式の取得 △ 0

株主資本以外の項目の中間連

結会計期間中の変動額(純額)

中間連結会計期間中の変動額合計 － － △ 348

平成19年9月30日　残高 3,857 3,721 16,811

評価・換算差額等

平成19年3月31日　残高

中間連結会計期間中の変動額

剰余金の配当

中間純利益

自己株式の取得

株主資本以外の項目の中間連

結会計期間中の変動額(純額)

中間連結会計期間中の変動額合計

平成19年9月30日　残高

純資産合計

株主資本

合計
自己株式

47

△ 0

19,7802,620

2,173 9 2,183 18,995

△ 443 6 △ 437

資本金

△ 443

資本剰余金

△ 0

9,952

△ 395

△ 371

△ 785

△ 437△ 4376

利益剰余金

△ 0

△ 372

△ 347

9,604

△ 395

2,617

為替換算
調整勘定 差額等合計

その他

有価証券

評価差額金

3

評価・換算

－ 12 －
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前連結会計年度 ( 18.4.1-19.3.31 )
(単位 百万円)

株主資本

平成18年3月31日　残高 3,857 16,565

当連結会計年度中の変動額

剰余金の配当(注） △ 329

役員賞与(注） △ 4

当期純利益 929

自己株式の取得 △ 2

自己株式の処分 0 0

株主資本以外の項目の当連結

会計年度中の変動額(純額)

当連結会計年度中の変動額合計 － 0 △ 593

平成19年3月31日　残高 3,857 3,721 17,159

評価・換算差額等

平成18年3月31日　残高

当連結会計年度中の変動額

剰余金の配当(注）

役員賞与(注）

当期純利益

自己株式の取得

自己株式の処分

株主資本以外の項目の当連結

会計年度中の変動額(純額)

当連結会計年度中の変動額合計

平成19年3月31日　残高

（注）平成18年6月の定時株主総会における利益処分項目であります。

資本金

純資産合計

株主資本

合計

その他

有価証券

評価差額金

評価・換算
差額等合計

自己株式

2,617 3 2,620 19,780

△ 157 2 △ 154 439

△ 154△ 1542△ 157

9,952

資本剰余金

△ 2

9,356

△ 329

△ 4

△ 369

利益剰余金

929

3,721

2,774

△ 4

929

△ 2

19,341

為替換算
調整勘定

0

0

1 2,775

△ 329

△ 1

△ 371

595

－ 13 －
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期      別 前中間連結会計期間 当中間連結会計期間 前連結会計年度

( 18. 4. 1-18. 9. 30) ( 19. 4. 1-19. 9. 30) ( 18. 4. 1-19. 3. 31)

        科     目 金     額 金     額 金     額

 　1 営業活動によるキャッシュ・フロ－

税 金 等 調 整 前 中 間 ( 当 期 ) 純 利 益 　 607 325 2,038

減 価 償 却 費 114 206 236

固 定 資 産 処 分 損 4 94 19

ゴ ル フ 会 員 権 等 評 価 損 － 3 5

貸 倒 引 当 金 の 増 加 ・ 減 少 (△) 額 △ 5 △ 268 36

退 職 給 付 引 当 金 の 増 加 額 60 148 41

役員退職慰労引当金の増加・減少(△)額 242 △ 35 280

受 取 利 息 及 び 受 取 配 当 金 △ 109 △ 121 △ 148

支 払 利 息 34 65 83

固 定 資 産 処 分 益 △ 0 △ 1 △ 225

投 資 有 価 証 券 売 却 益 △ 103 △ 1 △ 125

売 上 債 権 の 減 少 ・ 増 加 (△) 額 6,973 9,474 △ 1,993

未 成 工 事 支 出 金 等 の 増 加 (△) 額 △ 2,403 △ 3,440 △ 256

仕 入 債 務 の 増 加 ・ 減 少 (△) 額 △ 4,033 △ 10,871 4,372

未成工事受入金の増加・減少(△)額 △ 2,110 2,702 △ 3,566

そ の 他 △ 960 △ 1,233 1,836

  小     計 △ 1,691 △ 2,953  2,634

利 息 及 び 配 当 金 の 受 取 額 109 121 148

利 息 の 支 払 額 △ 35 △ 57 △ 97

法 人 税 等 の 支 払 額 △ 428 △ 1,088 △ 802

        営業活動によるキャッシュ･フロ－ △ 2,045 △ 3,977  1,883

　 2 投資活動によるキャッシュ･フロ－

有 価 証 券 の 売 却 に よ る 収 入 89 － 90

有形固定資産・無形固定資産の取得による支出 △ 1,325 △ 1,294 △ 2,120

有形固定資産・無形固定資産の売却による収入 1 4 354

投 資 有 価 証 券 の 取 得 に よ る 支 出 △ 1 △ 676 △ 2

投資有価証券の売却等による収入 284 9 306

そ の 他 投 資 等 の 取 得 に よ る 支 出 △ 54 △ 90 △ 162

その他投資等の売却等による収入 163 105 263

        投資活動によるキャッシュ･フロ－ △ 841 △ 1,941 △ 1,270

 　3 財務活動によるキャッシュ･フロ－

短期借入金の純増加・純減少(△)額 △ 200 600 △ 200

長 期 借 入 に よ る 収 入 1,300 － 3,000

長 期 借 入 金 の 返 済 に よ る 支 出 － △ 252 －

自 己 株 式 の 純 増 加 (△) 額 △ 1 △ 0 △ 2

配 当 金 の 支 払 額 △ 329 △ 395 △ 329

        財務活動によるキャッシュ･フロ－  769 △ 47 2,468

　 4 現金及び現金同等物に係る換算差額 3 6 2

　 5 現金及び現金同等物の増加・減少(△)額 △ 2,113 △ 5,961 3,083

　 6 現 金 及 び 現 金 同 等 物 期 首 残 高 7,327 10,410 7,327

 　7 現金及び現金同等物中間期末(期末)残高  5,213  4,449 10,410

(4)中間連結キャッシュ･フロ－計算書

     (単位:百万円)

－ 14 －
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(5) 中間連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項 

 

会計処理基準に関する事項 
 

重要な減価償却資産の減価償却の方法 

有形固定資産 

  定率法 

  但し、平成 10 年 4 月 1日以降取得した建物(建物附属設備を除く)については定額法。 

なお、耐用年数及び残存価額については、法人税法に規定する方法と同一の基準によって 

おります。              

    
  有形固定資産の減価償却の方法の変更については、下記の「(6) 中間連結財務諸表作成のための
基本となる重要な事項の変更」に記載しております。 

 
重要なヘッジ会計の方法 
 

 
  
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

上記に掲げる事項以外は、最近の有価証券報告書（平成19年6月29日提出）における記載から重要 
な変更がないため開示を省略しております。 

   

 

(6) 中間連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更 

 

会計方針の変更 

(有形固定資産の減価償却の方法) 

法人税法の改正((所得税法等の一部を改正する法律 平成 19 年 3 月 30 日 法律第 6号)及び 
(法人税法施行令の一部を改正する政令 平成 19 年 3 月 30 日 政令第 83 号))に伴い、平成 19 
年 4 月 1日以降に取得したものについては、改正後の法人税法に基づく方法に変更しておりま 
す。 
これに伴い、前中間連結会計期間と同一の方法によった場合に比べ､売上総利益は 11 百万円､ 

営業利益、経常利益及び税金等調整前中間純利益は 11 百万円、それぞれ減少しております。 
     なお、セグメント情報に与える影響については、当該箇所に記載しております。 
     

追加情報 
 (有形固定資産の減価償却の方法) 
  当中間連結会計期間から、平成 19 年 3 月 31 日以前に取得したものについては､償却可能限度額 
まで償却が終了した翌年から 5年間で均等償却する方法によっております。 

これに伴い、前中間連結会計期間と同一の方法によった場合に比べ、売上総利益は 0百万円､営 
業利益、経常利益及び税金等調整前中間純利益は 4百万円、それぞれ減少しております。 

① ヘ ッ ジ 会 計 の 方 法 ：特例処理を採用しております。 
② ヘッジ手段とヘッジ対象  
 ヘッジ手段 ：金利スワップ取引 
 ヘッジ対象 ：変動金利建て長期借入金の支払利息 
③ ヘ ッ ジ 方 針 ：変動金利建て長期借入金の支払利息については、金利変動リス 
  クを回避する目的でデリバティブ取引を利用しております。 

なお、投機目的のデリバティブ取引は行なわない方針でありま 
   す。 
④ ヘッジ有効性評価の方法 ：金利スワップ取引の特例処理の要件を満たしており、有効性の 
   評価は省略しております。 
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(7) 中間連結財務諸表に関する注記事項 

 

開示の省略 

   中間連結貸借対照表、中間連結損益計算書、中間連結株主資本等変動計算書、中間連結キャッシ
ュ・フロー計算書、リース取引、有価証券に関する注記事項については、中間決算短信における開
示の必要性が大きくないと考えられるため開示を省略しております。 
 
 
 

(セグメント情報) 

１ 事業の種類別セグメント情報 

前中間連結会計期間(18.4.1-18.9.30) 
（単位：百万円） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(注) １. 事業区分の方法     

日本標準産業分類に基づいて区分しております。 

２． 各区分に属する主要な事業の内容 

設備工事事業…………空気調和衛生設備の設計・監督・施工 

機器製造販売事業……精密環境制御機器の製造販売 

３． 会計処理の変更による影響額 

｢会計処理の変更｣に記載のとおり、当中間連結会計期間より役員退職慰労引当金を設定すること

といたしました。この変更に伴い、従来の方法によった場合に比べて、設備工事事業は11百万円、

機器製造販売事業は1百万円、営業費用が増加しております。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
設備工事 
事  業 

機器製造 
販売事業 

計 
消去又は 

全社 
連結 

Ⅰ 売上高及び営業損益  

売上高  

(1) 外部顧客に 
対する売上高 

29,413 5,641 35,054 ― 35,054

(2) セグメント間の内部 
売上高又は振替高 

― 4 4 ( 4 ) ―

計 29,413 5,645 35,058 ( 4 ) 35,054

営業費用 29,593 4,654 34,248 ( 4 ) 34,243

営業利益又は営業損失(△) △ 180 990 810 ― 810
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当中間連結会計期間(19.4.1-19.9.30) 
（単位：百万円） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(注) １. 事業区分の方法     

日本標準産業分類に基づいて区分しております。 

２． 各区分に属する主要な事業の内容 

設備工事事業…………空気調和衛生設備の設計・監督・施工 

機器製造販売事業……精密環境制御機器の製造販売 

３． 会計方針の変更による影響額 

(6)中間連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更 ｢会計方針の変更｣に記載のと

おり、改正後の法人税法に基づく方法に変更しております。 

これに伴い、前中間連結会計期間と同一の方法によった場合に比べ、設備工事事業は 0 百万円、

機器製造販売事業は 11百万円、営業費用が増加しております。 

また、｢追加情報｣に記載のとおり、当中間連結会計期間から、平成 19 年 3月 31 日以前に取得し 

たものについては、償却可能限度額まで償却が終了した翌年から 5年間で均等償却する方法によ 

っております。 

これに伴い、前中間連結会計期間と同一の方法によった場合に比べ、設備工事事業は 3 百万円、

機器製造販売事業は 0百万円、営業費用が増加しております。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

 

 

 

 

 

 
設備工事 
事  業 

機器製造 
販売事業 

計 
消去又は 

全社 
連結 

Ⅰ 売上高及び営業損益  

売上高  

(1) 外部顧客に 
対する売上高 

27,696 3,888 31,584 ― 31,584

(2) セグメント間の内部 
売上高又は振替高 

2 3 5 ( 5 ) ―

計 27,698 3,891 31,590 ( 5 ) 31,584

営業費用 27,338 3,906 31,244 ( 5 ) 31,239

営業利益又は営業損失(△) 360 △ 14 345 ― 345
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前連結会計年度(18.4.1-19.3.31) 

（単位：百万円） 

  

                                                                                             

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

    (注)１． 事業区分の方法 

日本標準産業分類に基づいて区分しております。 

２． 各区分に属する主要な事業の内容 

設備工事事業…………空気調和衛生設備の設計・監督・施工 

機器製造販売事業……精密環境制御機器の製造販売 

３． 会計処理の変更による影響額 

｢会計処理の変更｣に記載のとおり、当連結会計年度より役員賞与引当金を設定することとい

たしました。この変更に伴い、従来の方法によった場合に比べて、設備工事事業は37百万円、

機器製造販売事業は-百万円、営業費用が増加しております。 

同じく当連結会計年度より役員退職慰労引当金を設定することといたしました。この変更に

伴い、従来の方法によった場合に比べて、設備工事事業は48百万円､機器製造販売事業は1百

万円、営業費用が増加しております。 

 

２ 所在地別セグメント情報 

前中間連結会計期間、当中間連結会計期間および前連結会計年度において、全セグメントの

売上高の合計に占める｢本邦｣の割合がいずれも90％を超えているため、記載を省略しておりま

す。 

 

３ 海外売上高 

前中間連結会計期間、当中間連結会計期間および前連結会計年度において、海外売上高が連

結売上高の10％未満のため、記載を省略しております。 

 

(デリバティブ取引関係) 

    

該当事項はありません。 

なお、金利スワップ取引を行っておりますが、ヘッジ会計を適用しておりますので注記の対象から 

除いております。 

 
設備工事 
事  業 

機器製造 
販売事業 

計 
消去又は 
全社 

連結 

Ⅰ 売上高及び営業損益  

売上高  

(1) 外部顧客に 
対する売上高 

77,386 11,021 88,407 ―  88,407

(2) セグメント間の内部 
売上高又は振替高 

25 ― 25 ( 25 ) ―

計 77,411 11,021 88,433 ( 25 ) 88,407

営業費用 76,417 9,981 86,398 ( 25 ) 86,373

営業利益 993 1,040 2,034 ―  2,034
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(１株当たり情報) 

 

項目 
前中間連結会計期間
(18.4.1-18.9.30) 

当中間連結会計期間 
(19.4.1-19.9.30) 

前連結会計年度 
(18.4.1-19.3.31) 

１株当たり純資産額 576円 49銭 576円 36銭 600円 19銭

１株当たり中間(当期)純利益 6円 69銭 1円 44銭 28円 20銭

(注) 潜在株式調整後1株当たり中間(当期)純利益については潜在株式が存在しないため記載しておりません。 

 

算定上の基礎 

 

 １株当たり中間(当期)純利益 

 

 
前中間連結会計期間
(18.4.1-18.9.30) 

当中間連結会計期間 
(19.4.1-19.9.30) 

前連結会計年度 
(18.4.1-19.3.31) 

中間(当期)純利益（百万円） 220 47 929

普通株式に帰属しない金額（百万円） － － －

普通株式に係る中間(当期)純利益（百万円） 220 47 929

普通株式の期中平均株式数（千株） 32,960 32,957 32,959

 

 

 

(重要な後発事象) 

該当事項はありません。 
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【連結】

(単位　百万円）

期　　　　　　　別

　事 業 種 別　　　　　　　　  

受 空 調 工 事
29,392 32,686 3,293 54,715

設 備 工 事 事 業 衛 生 工 事
10,646 12,170 1,523 16,388

注 計
40,039 44,856 4,817 71,104

5,555 3,853 △ 1,702 10,830

高
45,594 48,709 3,115 81,934

売 空 調 工 事
22,423 21,239 △ 1,184 57,480

設 備 工 事 事 業 衛 生 工 事
6,989 6,457 △ 532 19,905

上 計
29,413 27,696 △ 1,716 77,386

5,641 3,888 △ 1,752 11,021

高
35,054 31,584 △ 3,469 88,407

繰 空 調 工 事
45,845 47,558 1,713 36,111

設 備 工 事 事 業 衛 生 工 事
19,583 18,122 △ 1,460 12,409

越 計
65,428 65,681 252 48,521

2,526 2,386 △ 140 2,421

高
67,955 68,067 112 50,942

５．事業種別受注高・売上高・繰越高

増減 前連結会計年度

 (18.4.1-19.3.31）

前中間連結会計期間

 (18.4.1-18.9.30）

当中間連結会計期間

 (19.4.1-19.9.30）

合 計

機 器 製 造 販 売 事 業

合 計

機 器 製 造 販 売 事 業

合 計

機 器 製 造 販 売 事 業

－ 20 －
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６． 中　間　個　別　財 務　諸　表　

(1)中間貸借対照表

（単位 百万円）
　　　　　　　　 期  別 前中間会計期間末 当中間会計期間末 前 事 業 年 度
   科   目 (18. 9.30 ) (19. 9.30 )

(  資  産  の  部  )
 流   動   資   産

4,636 3,766 9,980   △ 6,213
3,587 3,620 4,029   △ 408

16,420 16,887 25,128   △ 8,240
4,565 3,355 4,304   △ 948

10,931 12,026 8,936 3,090
1,040 1,071 995 75
3,946 3,590 2,377 1,212

  △ 267   △ 40   △ 23   △ 16
 44,861 44,278 55,727   △ 11,449

 固   定   資   産  
3,802 5,168 4,226 941

295 379 356 23

9,961 9,993 10,073   △ 79
1,535 1,496 1,809   △ 313

  △ 120   △ 122   △ 404 282
11,377 11,367 11,477   △ 109

  15,475 16,915 16,060 855

 60,336 61,194 71,787   △ 10,593
固 定 資 産 合 計
資 産 合 計

投 資 有 価 証 券
そ の 他
貸 倒 引 当 金
投資その他の資産合計

流 動 資 産 合 計

有 形 固 定 資 産
無 形 固 定 資 産
投 資 そ の 他 の 資 産

未 成 工 事 支 出 金
そ の 他 棚 卸 資 産
そ の 他
貸 倒 引 当 金

現 金 預 金
受 取 手 形
完 成 工 事 未 収 入 金
売 掛 金

( 19. 3.31 )
増減
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（単位 百万円）
　　　　　　　　 期  別 前中間会計期間末 当中間会計期間末 前 事 業 年 度
   科   目 (18. 9.30 ) (19. 9.30 )

(  負  債  の  部  )
 流   動   負    債  

4,386 3,826 6,217   △ 2,390
18,331 16,763 24,392   △ 7,628
3,424 2,566 3,510   △ 944
3,709 4,704 4,104 600

447 55 1,074   △ 1,018
6,264 7,189 5,022 2,166

42 12 17   △ 4
8 7 22   △ 14
－ － 35   △ 35

807 2,275 2,392   △ 116
37,421 37,402 46,789   △ 9,386

 固   定   負   債
1,190 2,244 2,496   △ 252
2,464 2,594 2,446 147

242 245 280   △ 35
306 110 382   △ 272

4,204 5,194 5,606   △ 411
41,626 42,597 52,395   △ 9,798

(  純 資 産 の 部  )  
 株   主   資   本

3,857 3,857 3,857 －

3,013 3,013 3,013 －
708 708 708 －

3,721 3,721 3,721 －

964 964 964 －
7,986 8,251 8,603   △ 351

93 － 93   △ 93
6,255 6,255 6,255 －
1,638 1,996 2,254   △ 257
8,951 9,216 9,567   △ 351

 △ 370  △ 372  △ 371  △ 0
16,159 16,422 16,774   △ 351

 評価・換算差額等
2,550 2,173 2,617   △ 443
2,550 2,173 2,617   △ 443

18,709 18,596 19,392   △ 795
60,336 61,194 71,787   △ 10,593

(注)記載金額は単位未満を切り捨てて表示しております。

利 益 剰 余 金 合 計

純 資 産 合 計
負 債 純 資 産 合 計

自 己 株 式
株 主 資 本 合 計

その他有価証券評価差額金
評価・換算差額等合計

繰 越 利 益 剰 余 金

利 益 準 備 金
そ の 他 利 益 剰 余 金

退 職 給 与 積 立 金
別 途 積 立 金

資 本 準 備 金
そ の 他 資 本 剰 余 金
資 本 剰 余 金 合 計

利 益 剰 余 金

固 定 負 債 合 計
負 債 合 計

資 本 金
資 本 剰 余 金

長 期 借 入 金
退 職 給 付 引 当 金
役員退職慰労引当金
そ の 他

工 事 損 失 引 当 金

役 員 賞 与 引 当 金
そ の 他
流 動 負 債 合 計

完成工事補償引当金

買 掛 金
短 期 借 入 金
未 払 法 人 税 等
未 成 工 事 受 入 金

支 払 手 形
工 事 未 払 金

( 19. 3.31 )
増減
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(2)中間損益計算書

   （単位 百万円）

           　    期   別

   科   目

28,689 26,957 △ 1,731 75,527

5,645 3,891 △ 1,754 11,021

34,335 30,849 △ 3,485 86,549

26,709 24,518 △ 2,190 70,133

4,373 3,580 △ 793 9,282

31,082 28,098 △ 2,983 79,415

完 成 工 事 総 利 益 1,980 2,439 459 5,393

製 品 売 上 総 利 益 1,272 311 △ 960 1,739

売 上 総 利 益 合 計 3,252 2,750 △ 501 7,133

2,488 2,501 13 5,282

営 業 利 益 764 249 △ 515 1,851

受 取 利 息 配 当 金 135 175 39 173

そ の 他 31 30 △ 0 63

営 業 外 収 益 合 計 166 205 39 236

支 払 利 息 33 65 32 83

そ の 他 36 16 △ 19 96

営 業 外 費 用 合 計 69 82 12 179

経 常 利 益 860 372 △ 488 1,907

107 3 △ 104 366

381 98 △ 283 401

税 引 前 中 間 純 利 益 587 277 △ 309 ― 

税 引 前 当 期 純 利 益 ―  ― ― 1,873

法人税、住民税及び事業税  436 61 △ 375 1,390

法 人 税 等 調 整 額 △ 88 173 261 △ 373

中 間 純 利 益 239 43 △ 195 ― 

当 期 純 利 益 ―  ― ― 856

(注)記載金額は単位未満を切り捨てて表示しております。

前中間会計期間 当中間会計期間 前 事 業 年 度

(18.4.1-18.9.30) (19.4.1-19.9.30) (18.4.1-19.3.31)

増減

売 上 高

完 成 工 事 高

製 品 売 上 高

売 上 高 合 計

売 上 原 価

完 成 工 事 原 価

製 品 売 上 原 価

売 上 原 価 合 計

売 上 総 利 益

特 別 損 失

販 売 費 及 び 一 般 管 理 費

営 業 外 収 益

営 業 外 費 用

特 別 利 益

－ 23 －
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(3)中間株主資本等変動計算書 

 

前中間会計期間（18.4.1-18.9.30）  （単位 百万円）

   株主資本 

    資本剰余金 

  資本金 

     
資本準備金 その他資本剰余金 資本剰余金合計 

平成 18 年 3 月 31 日 残高 3,857 3,013 708 3,721

中間会計期間中の変動額         

 退職給与積立金の取崩         

 剰余金の配当(注)         

 中間純利益         

 自己株式の取得         

 株主資本以外の項目の中間         

 会計期間中の変動額(純額)         

中間会計期間中の変動額合計  ―  ―  ―  ―

平成 18 年 9 月 30 日 残高 3,857 3,013 708 3,721

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(注)平成 18 年 6 月の定時株主総会における利益処分項目であります。 

   株主資本 

  利益剰余金 

  その他利益剰余金 

   

利益 

準備金 
退職給与

積立金 

別途 

積立金 

繰越利益

剰余金 

利益剰余金

合計 

自己 

株式 

株主資本

合計 

平成 18 年 3 月 31 日 残高 964 240 6,255 1,580 9,041 △ 369 16,250

中間会計期間中の変動額              

 退職給与積立金の取崩   △ 147  147 ―   ―

 剰余金の配当(注)      △ 329 △ 329   △ 329

 中間純利益      239 239   239

 自己株式の取得       △ 0 △ 0

 株主資本以外の項目の中間             

 会計期間中の変動額(純額)          

中間会計期間中の変動額合計 ― △ 147 ― 57 △ 90 △ 0 △ 90

平成 18 年 9 月 30 日 残高 964 93 6,255 1,638 8,951 △ 370 16,159

    評価・換算差額等   

   その他有価証券 評価・換算 純資産合計 

    評価差額金 差額等合計  

平成 18 年 3 月 31 日 残高 2,774 2,774 19,024

中間会計期間中の変動額       

  退職給与積立金の取崩      ―

  剰余金の配当(注)     △ 329

  中間純利益     239

  自己株式の取得     △ 0

 株主資本以外の項目の中間       

 会計期間中の変動額(純額) △ 224 △ 224 △ 224

中間会計期間中の変動額合計 △ 224 △ 224 △ 314

平成 18 年 9 月 30 日 残高 2,550 2,550 18,709
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当中間会計期間（19.4.1-19.9.30）  （単位 百万円）

   株主資本 

    資本剰余金 

  資本金 

     
資本準備金 その他資本剰余金 資本剰余金合計

平成 19 年 3 月 31 日 残高 3,857 3,013 708 3,721

中間会計期間中の変動額         

 退職給与積立金の取崩         

 剰余金の配当         

 中間純利益         

 自己株式の取得         

 株主資本以外の項目の中間      

 会計期間中の変動額(純額)      

中間会計期間中の変動額合計 ― ― ―  ―

平成 19 年 9 月 30 日 残高 3,857 3,013 708 3,721

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

   株主資本 

  利益剰余金 

  その他利益剰余金 

  

利益 

準備金 
退職給与

積立金 

別途 

積立金 

繰越利益 

剰余金 

利益剰余金

合計 

自己 

株式 

株主資本 

合計 

平成 19 年 3 月 31 日 残高 964 93 6,255 2,254 9,567 △ 371 16,774

中間会計期間中の変動額              

 退職給与積立金の取崩   △ 93  93 ―   ―

 剰余金の配当      △ 395 △ 395   △ 395

 中間純利益      43 43   43

 自己株式の取得       △ 0 △ 0

 株主資本以外の項目の中間             

 会計期間中の変動額(純額)          

中間会計期間中の変動額合計 ― △ 93 ― △ 257 △ 351 △ 0 △ 351

平成 19 年 9 月 30 日 残高 964 ― 6,255 1,996 9,216 △ 372 16,422

   評価・換算差額等   

  その他有価証券 評価・換算 純資産合計 

   
評価差額金 差額等合計 

 

平成 19 年 3 月 31 日 残高 2,617 2,617 19,392

中間会計期間中の変動額       

 退職給与積立金の取崩      ―

 剰余金の配当     △ 395

 中間純利益     43

 自己株式の取得     △ 0

 株主資本以外の項目の中間       

 会計期間中の変動額(純額) △ 443 △ 443 △ 443

中間会計期間中の変動額合計 △ 443 △ 443 △ 795

平成 19 年 9 月 30 日 残高 2,173 2,173 18,596
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前事業年度（18.4.1-19.3.31）  （単位 百万円）

   株主資本 

    資本剰余金 

  資本金 

     
資本準備金 その他資本剰余金 資本剰余金合計

平成 18 年 3 月 31 日 残高 3,857 3,013 708 3,721

当期中の変動額         

 退職給与積立金の取崩         

 剰余金の配当(注)         

 当期純利益         

 自己株式の取得         

 自己株式の処分   0 0

 株主資本以外の項目の      

 当期中の変動額(純額)      

当期中の変動額合計 ― ―  0  0

平成 19 年 3 月 31 日 残高 3,857 3,013 708 3,721

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

   株主資本 

  利益剰余金 

  その他利益剰余金 

  

利益 

準備金 
退職給与

積立金 

別途 

積立金 

繰越利益 

剰余金 

利益剰余金

合計 

自己 

株式 

株主資本 

合計 

平成 18 年 3 月 31 日 残高 964 240 6,255 1,580 9,041 △ 369 16,250

当期中の変動額              

 退職給与積立金の取崩   △ 147  147 ―   ―

 剰余金の配当(注)      △ 329 △ 329   △ 329

 当期純利益      856 856   856

 自己株式の取得       △ 2 △ 2

 自己株式の処分      0 0

 株主資本以外の項目の             

 当期中の変動額(純額)          

当期中の変動額合計 ― △ 147 ― 673 526 △ 1 524

平成 19 年 3 月 31 日 残高 964 93 6,255 2,254 9,567 △ 371 16,774

   評価・換算差額等   

  その他有価証券 評価・換算 純資産合計 

   
評価差額金 差額等合計 

 

平成 18 年 3 月 31 日 残高 2,774 2,774 19,024

当期中の変動額       

 退職給与積立金の取崩      ―

 剰余金の配当(注)     △ 329

 当期純利益     856

 自己株式の取得     △ 2

 自己株式の処分   0

 株主資本以外の項目の       

 当期中の変動額(純額) △ 157 △ 157 △ 157

当期中の変動額合計 △ 157 △ 157 367

平成 19 年 3 月 31 日 残高 2,617 2,617 19,392

(注)平成 18 年 6 月の定時株主総会における利益処分項目であります。 
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(4) 中間財務諸表作成のための基本となる重要な事項 
 

会計処理基準に関する事項 
 
重要な減価償却資産の減価償却の方法 

有形固定資産 
  定率法 
  但し、平成 10 年 4 月 1日以降取得した建物(建物附属設備を除く)については定額法。 

なお、耐用年数及び残存価額については、法人税法に規定する方法と同一の基準によって 
おります。              

    
  有形固定資産の減価償却の方法の変更については、下記の「(5) 中間財務諸表作成のための基本
となる重要な事項の変更」に記載しております。 

 
重要なヘッジ会計の方法 
 

 
  
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

上記に掲げる事項以外は、最近の有価証券報告書（平成19年6月29日提出）における記載から重要
な変更がないため開示を省略しております。 

   

(5) 中間財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更 
 

会計方針の変更 
(有形固定資産の減価償却の方法) 

法人税法の改正((所得税法等の一部を改正する法律 平成 19 年 3 月 30 日 法律第 6号)及び 
(法人税法施行令の一部を改正する政令 平成 19 年 3 月 30 日 政令第 83 号))に伴い、平成 19 年 
4 月 1 日以降に取得したものについては、改正後の法人税法に基づく方法に変更しております。 
これに伴い、前中間会計期間と同一の方法によった場合に比べ､売上総利益は 11 百万円、営業

利益、経常利益及び税引前中間純利益は 11 百万円、それぞれ減少しております。 
     なお、セグメント情報に与える影響については、当該箇所に記載しております。 
     

追加情報 
 (有形固定資産の減価償却の方法) 
  当中間会計期間から、平成 19 年 3 月 31 日以前に取得したものについては､償却可能限度額まで 
償却が終了した翌年から 5年間で均等償却する方法によっております。 

これに伴い、前中間会計期間と同一の方法によった場合に比べ、売上総利益は 0百万円､営 
業利益、経常利益及び税引前中間純利益は 4百万円、それぞれ減少しております。 

 
(6) 中間財務諸表に関する注記事項 
 

開示の省略 
   中間貸借対照表、中間損益計算書、中間株主資本等変動計算書、リース取引、有価証券、1株当た

り情報、重要な後発事項に関する注記事項については、中間決算短信における開示の必要性が大きく
ないと考えられるため開示を省略しております。 

① ヘ ッ ジ 会 計 の 方 法 ：特例処理を採用しております。 
② ヘッジ手段とヘッジ対象  
 ヘッジ手段 ：金利スワップ取引 
 ヘッジ対象 ：変動金利建て長期借入金の支払利息 
③ ヘ ッ ジ 方 針 ：変動金利建て長期借入金の支払利息については、金利変動リス 
  クを回避する目的でデリバティブ取引を利用しております。 

なお、投機目的のデリバティブ取引は行なわない方針でありま 
   す。 
④ ヘッジ有効性評価の方法 ：金利スワップ取引の特例処理の要件を満たしており、有効性の 
   評価は省略しております。 
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【個別】

(単位　百万円）

期　　　　　　　別

　事 業 種 別　　　　　　　　  

受 空 調 工 事
28,451 31,842 3,390 52,786

設 備 工 事 事 業 衛 生 工 事
10,576 12,114 1,537 16,294

注 計
39,028 43,957 4,928 69,081

5,559 3,856 △ 1,703 10,830

高
44,588 47,813 3,225 79,912

売 空 調 工 事
21,770 20,553 △ 1,216 55,733

設 備 工 事 事 業 衛 生 工 事
6,919 6,403 △ 515 19,793

上 計
28,689 26,957 △ 1,731 75,527

5,645 3,891 △ 1,754 11,021

高
34,335 30,849 △ 3,485 86,549

繰 空 調 工 事
44,965 46,624 1,659 35,336

設 備 工 事 事 業 衛 生 工 事
19,564 18,119 △ 1,445 12,408

越 計
64,529 64,744 214 47,744

2,526 2,386 △ 140 2,421

高
67,056 67,130 73 50,166

 (18.4.1-19.3.31）

前中間会計期間 当中間会計期間 増減 前事業年度

７．事業種別受注高・売上高・繰越高

機 器 製 造 販 売 事 業

合 計

機 器 製 造 販 売 事 業

合 計

機 器 製 造 販 売 事 業

合 計

  (18.4.1-18.9.30）  (19.4.1-19.9.30）
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